
独立行政法人日本原子力研究開発機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長

副理事長

国家公務員（指定職）の給与改定に準じて、本給月額を0.3％減額改定。

期末特別手当の支給月数を0.25月引き下げた。

国家公務員の給与制度と同様に平成18年より実施している給与構造改革の

経過措置のうち地域手当の支給割合の経過的な暫定措置について、平成21

年4月に18％支給地域について16％から17％に、6％支給地域について4％か

ら5％に国家公務員の改正に準じそれぞれ支給割合を変更。

国家公務員（指定職）の給与改定に準じて、本給月額を0.3％減額改定。

期末特別手当の支給月数を0.25月引き下げた。

国家公務員の給与制度と同様に平成18年より実施している給与構造改革の

経過措置のうち地域手当の支給割合の経過的な暫定措置について、平成21

年4月に18％支給地域について16％から17％に、6％支給地域について4％か

ら5％に国家公務員の改正に準じそれぞれ支給割合を変更

役員報酬については、役員給与規程により期末特別手当において文部科学省独立行政法人

評価委員会が行う業績評価の結果を勘案し、その者の勤務実績に応じ理事長が定めることとして

いる。

理事

監事

国家公務員（指定職）の給与改定に準じて、本給月額を0.3％減額改定。

期末特別手当の支給月数を0.25月引き下げた。

国家公務員の給与制度と同様に平成18年より実施している給与構造改革の

経過措置のうち地域手当の支給割合の経過的な暫定措置について、平成21

年4月に18％支給地域について16％から17％に、6％支給地域について4％か

ら5％に国家公務員の改正に準じそれぞれ支給割合を変更。

国家公務員（指定職）の給与改定に準じて、本給月額を0.3％減額改定。

期末特別手当の支給月数を0.25月引き下げた。

国家公務員の給与制度と同様に平成18年より実施している給与構造改革の

経過措置のうち地域手当の支給割合の経過的な暫定措置について、平成21

年4月に18％支給地域について16％から17％に、6％支給地域について4％か

ら5％に国家公務員の改正に準じそれぞれ支給割合を変更。

役員報酬については、役員給与規程により期末特別手当において文部科学省独立行政法人

評価委員会が行う業績評価の結果を勘案し、その者の勤務実績に応じ理事長が定めることとして

いる。

国家公務員（指定職）の給与改定に準じて、本給月額を0.3％減額改定。

期末特別手当の支給月数を0.25月引き下げた。

国家公務員の給与制度と同様に平成18年より実施している給与構造改革の

経過措置のうち地域手当の支給割合の経過的な暫定措置について、平成21

年4月に18％支給地域について16％から17％に、6％支給地域について4％か

ら5％に国家公務員の改正に準じそれぞれ支給割合を変更。

国家公務員（指定職）の給与改定に準じて、本給月額を0.3％減額改定。

期末特別手当の支給月数を0.25月引き下げた。

国家公務員の給与制度と同様に平成18年より実施している給与構造改革の

経過措置のうち地域手当の支給割合の経過的な暫定措置について、平成21

年4月に18％支給地域について16％から17％に、6％支給地域について4％か

ら5％に国家公務員の改正に準じそれぞれ支給割合を変更。



２　役員の報酬等の支給状況

平成21年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,022 13,676 5,568 683
95

（地域手当）
（通勤手当）

*

千円 千円 千円 千円

17,223 11,748 4,783
587
105

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,538 10,164 4,431
1,727

216
（地域手当）
（通勤手当）

*

千円 千円 千円 千円

15,263 10,164 4,243
508
348

（地域手当）
(単身赴任手当）

※

千円 千円 千円 千円

14,612 10,164 3,940 508 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,612 10,164 3,940 508 （地域手当） *

千円 千円 千円 千円

14,249 10,164 3,593 492 (単身赴任手当） ※

千円 千円 千円 千円

10,976 7,273 2,296
1,236

171
（地域手当）
（通勤手当）

7月14日 ◇

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

理事長

副理事長

A理事

B理事

C理事

D理事

E理事

F理事

千円 千円 千円 千円

5,956 5,076 627 253 （地域手当） 10月1日 ※

千円 千円 千円 千円

5,436 2,890 2,033
491
22

（地域手当）
（通勤手当）

7月13日 ※

千円 千円 千円 千円

7,465 5,088 1,949
254
174

（地域手当）
(単身赴任手当）

9月30日 ※

千円 千円 千円 千円

5,710 4,588 567
229
326

（地域手当）
（通勤手当）

10月1日 ※

千円 千円 千円 千円

2,406 2,292 0 114 （地域手当） 1月1日 *

千円 千円 千円 千円

6,485 4,596 1,593
229
67

（地域手当）
（通勤手当）

9月30日 ※

千円 千円 千円 千円

11,112 6,892 3,382
344
494

（地域手当）
（通勤手当）

12月31日 *

A監事

H理事

注１：「地域手当」とは民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。

G理事

D監事

C監事

I理事

B監事

注２：本表の「前職」欄の「＊」は退職公務員、「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者、｢＊※｣は退
職公務員でその後独立行政法人等の退職者であることを示す（該当がない場合は空欄）。



３　役員の退職手当の支給状況（平成21年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

0 3 10 H21.7.13 - ※

千円 年 月

0 4 0 H21.9.30 - ※

千円 年 月

0 4 0 H21.9.30 - ※

千円 年 月

0 4 3 H21.12.31 - *同上

注３：当機構は特殊法人から移行した独立行政法人であり、本表に特殊法人の役員としての支給額、在職期間等は含
まれていない。

理事Ａ

監事B

注２：本表の「前職」欄の「＊」は退職公務員、「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者、｢＊※｣は退職
公務員でその後独立行政法人等の退職者であることを示す（該当がない場合は空欄）。

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入し
ている。

理事B

監事Ａ

同上

同上

業績勘案率が決定さ
れてから支給される

摘　　要法人での在職期間



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　① 人件費管理の基本方針

当機構の行う業務について既存事業の効率化を進め、独立行政法人会計基準に基

づく一般管理費（公租公課を除く。）について、平成16年度の日本原子力研究所及び

核燃料サイクル開発機構の合計額に比べ中期目標期間中に、その15％以上を削減す

るほか、その他の事業費(外部資金で実施する事業費を除く。) について、中期目標期

間中、毎事業年度につき1％以上の業務の効率化を図る。

なお、「行政改革の重要方針」（平成17 年12 月24 日閣議決定）及び｢簡素で効率的

な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律｣（平成18年法律第47号）にお

いて削減対象とされた人件費については、平成22年度までに平成17年度の人件費と

比較し、5%以上削減する。そのため、今中期目標期間の最終年度である平成21年度の

人件費については、平成17年度の人件費と比較し、おおむね4%以上の削減を図る。た

だし、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分については削減対象から除く。

原則として自律性と労使自治の原則に基づき決定すべきものであるが、その水準の決

定に際しては、業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとする。

給与の支給に当たっては、当機構及び各職員の業績が反映されることが原則である。

組織業績向上、人材育成及び適切な処遇を重点とした人事評価制度に基づき、平成

21年度の昇給・昇格及び期末手当に反映させている。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成21年度における給与制度の主な改正点

給与種目

本給

制度の内容

勤務成績を勘案して昇給（標準を4号給とし8号給の幅で決定）及び昇格による。

勤務成績を勘案して理事長が定める基準による。期末手当

当機構の行う業務について既存事業の効率化を進め、独立行政法人会計基準に基

づく一般管理費（公租公課を除く。）について、平成16年度の日本原子力研究所及び

核燃料サイクル開発機構の合計額に比べ中期目標期間中に、その15％以上を削減す

るほか、その他の事業費(外部資金で実施する事業費を除く。) について、中期目標期

間中、毎事業年度につき1％以上の業務の効率化を図る。

なお、「行政改革の重要方針」（平成17 年12 月24 日閣議決定）及び｢簡素で効率的

な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律｣（平成18年法律第47号）にお

いて削減対象とされた人件費については、平成22年度までに平成17年度の人件費と

比較し、5%以上削減する。そのため、今中期目標期間の最終年度である平成21年度の

人件費については、平成17年度の人件費と比較し、おおむね4%以上の削減を図る。た

だし、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分については削減対象から除く。

原則として自律性と労使自治の原則に基づき決定すべきものであるが、その水準の決

定に際しては、業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとする。

給与の支給に当たっては、当機構及び各職員の業績が反映されることが原則である。

組織業績向上、人材育成及び適切な処遇を重点とした人事評価制度に基づき、平成

21年度の昇給・昇格及び期末手当に反映させている。

○人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定に準じ、下記の事項を実施。

・本給月額の引下げ（平均△０．２％）

・自宅に係る住居手当の廃止

・期末手当の引下げ（△０．３５月分）

○上記の引下げに加え、期末手当の更なる引下げ（△０．０７５月分）を実施。

○平成18年度に実施した給与改定の経過措置について減額措置を実施。

平成18年度に、国家公務員における給与構造改革を踏まえ、適切な給与水準となるよ

う旧二法人の給与水準を統一した本給表への改定、職責手当及び研究手当の見直しを

行い現給保障の観点から経過措置を実施していたが、本経過措置について期限（最長

平成21年度まで）を設けるとともに、減額措置を継続。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

3,444 44.5 8,194 5,935 70 2,259
人 歳 千円 千円 千円 千円

2,546 44.6 8,003 5,801 69 2,202
人 歳 千円 千円 千円 千円

884 43.9 8,763 6,336 71 2,427
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 57.3 7,755 5,609 38 2,146
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 51.6 6,848 4,993 43 1,855

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 44.0 12,794 10,868 0 1,926

人 歳 千円 千円 千円 千円

292 41.5 6,793 5,429 61 1,364
人 歳 千円 千円 千円 千円

128 44.8 7,267 5,253 71 2,014
人 歳 千円 千円 千円 千円

41 37.8 7,556 5,518 68 2,038
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 43.5 11,276 9,548 34 1,728
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 47.3 5,798 4,273 78 1,525
人 歳 千円 千円 千円 千円

診療所医療職
（その他）

技能労務職

事務・技術

事務・技術

うち所定内人員 うち賞与
平成21年度の年間給与額（平均）

総額

診療所医療職
（その他）

在外職員

任期付職員

研究職種

平均年齢

研究職種

区分

常勤職員

診療所医療職
（医師）

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 58.5 5,026 3,754 60 1,272
人 歳 千円 千円 千円 千円

85 35.1 5,786 5,786 41 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

38 62.1 3,599 2,920 111 679
人 歳 千円 千円 千円 千円

30 62.0 3,586 2,911 125 675
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 62.1 3,752 3,035 56 717
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

87 31.6 1,882 1,546 77 336
人 歳 千円 千円 千円 千円

87 31.6 1,882 1,546 77 336

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：「技能労務職」とは、守衛、自動車運転手等である。

事務・技術

再任用職員

研究職種
（賞与なし）

注４：再任用職員の技能労務職については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
あることから、人数以外は記載していない。

研究職種

技能労務職

非常勤職員

事務・技術

注３：該当者がいない区分中の職種については省略している（常勤職員区分：医療職種・教育職種・診療所医療
職種（医師）、任期付職員中区分：医療職種・教育職種、再任用職員：医療職種・教育職種・診療所医療職種（医
師）・診療所医療職種（その他）、非常勤職員：研究職種・技能労務職種・医療職種・教育職種・診療所医療職種
（医師）・診療所医療職種（その他））。

技能労務職



② 年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕
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注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注２：本表には任期付職員のうち常勤職員と類似の給与体系の者を含んでいる。以下、⑤まで同じ。
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（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

32 57.1 12,646 13,213 13,635

328 53.5 10,305 10,635 11,013

975 44.6 6,728 7,416 8,044

621 31.0 3,885 4,652 5,462

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

31 57.8 13,065 13,391 13,668

163 49.5 9,875 10,518 11,098

81 31.0 4,956 5,257 5,673

③

本部係長

本部係員

本部部長

本部課長

注１：「本部部長」には、本部部長相当職である本部以外の部長等を含む。

分布状況を示すグ
ループ

本部部長

本部課長

注４：「本部係員」には、本部係員相当職である本部以外の係員を含む。

平均年齢 平均
分布状況を示すグ

ループ

人員 平均年齢 平均

注２：「本部課長」には、本部課長相当職である本部以外の課長、主幹等を含む。

注３：「本部係長」には、本部係長相当職である本部以外の係長、主査を含む。

人員

（事務 技術職員 常勤職員）

研究員

注１：「本部部長」には、本部部長相当職である本部以外の部門長等を含む。

注２：「本部課長」には、本部課長相当職である本部以外のグループリーダー、主幹等を含む。

 職級別在職状況等（平成22年４月１日現在）

人

区分 計 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

標準的 部長 次長 課長 課長代理 係長 係員 係員 係員 係員
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

2,546 28 132 317 565 926 298 139 84 57
（割合） （　 1.1%） （　 5.2%）（　12.5%）（　22.2%）（　36.4%）（　11.7%） （　 5.5%） （　 3.3%） （　 2.2%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 59 59 59 55 46 29 24

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

54 48 42 39 33 29 26 23 20
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

10,183 9,499 9,309 8,612 7,298 5,574 4,204 3,278 2,450

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

8,132 7,593 5,947 5,408 3,898 3,193 2,732 2,319 1,985
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

14,524 13,616 12,620 11,431 9,767 7,627 5,673 4,360 3,334

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

12,085 10,836 8,297 7,589 5,429 4,447 3,811 3,252 2,800

（事務・技術職員：常勤職員）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人



区分 計 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

標準的 部長 次長 課長 課長代理 係長 係員 係員 係員 係員
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

117 4 8 11 2 49 11 12 17 3
（割合） （　 3.4%） （　 6.8%） （　 9.4%） （　 1.7%）（　41.9%） （　9.4%）（　10.3%）（　14.5%） （　2.6%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 59 59 40 46 36 29

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

52 50 46 36 31 26 25 27
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

10,041 9,826 7,986 6,267 4,354 3,822 3,578 2,481

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

8,650 7,402 6,391 4,007 3,286 2,709 2,450 2,409
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

14,270 13,897 11,229 8,462 5,988 5,148 4,721 3,376

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

12,509 10,571 9,144 5,593 4,615 3,770 3,429 3,279

区分 計 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

標準的 部長 次長 課長 課長代理 係長 係員 係員 係員 係員
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

884 31 94 163 298 224 60 14
（割合） （　 3.5%）（　10.6%）（　18.4%）（　33.7%）（　25.3%） （　 6.8%） （　 1.6%） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 59 58 59 35 29

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

53 48 40 36 32 29 26

（事務・技術職員：任期付職員）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

（研究職員：常勤職員）

人員

年齢（最高
～最低）

53 48 40 36 32 29 26
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

10,078 10,113 8,948 7,954 7,198 4,525 3,594

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

8,598 7,501 6,345 4,965 4,060 3,307 2,800
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

14,405 13,755 12,400 10,411 9,225 6,007 4,789

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
12,120 10,817 8,778 6,829 5,611 4,602 3,885

区分 計 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

標準的 部長 次長 課長 課長代理 係長 係員 係員 係員 係員
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

39 1 31 7
（割合） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%） （　 2.6%）（　79.5%）（　17.9%） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

48 32

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

32 30
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,716 4,849

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

4,596 4,166
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

9,163 6,528

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

6,294 5,704

注：該当者が2名以下の級については、当該個人情報に関する情報が特定されるおそれのあることから、年齢以下の事項
は記載していない。

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

（研究職員：任期付職員）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)



④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

90.3 90.2 90.3
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相
当）（平均） 9.7 9.8 9.7

％ ％ ％

         最高～最低 16.9～0.0 17.0～0.0 16.9～0.0
％ ％ ％

93.4 93.1 93.2
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相
当）（平均） 6.6 6.9 6.8

％ ％ ％

         最高～最低 16.9～0.0 17.1～0.0 17.0～0.0

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

89.9 89.8 89.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相
当）（平均） 10.1 10.2 10.2

％ ％ ％

         最高～最低 16.9～4.5 16.7～4.6 16.8～4.6
％ ％ ％

92.7 92.3 92.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相
当）（平均） 7.3 7.7 7.5

％ ％ ％

         最高～最低 16.9～0.0 17.0～0.0 17.0～0.0

賞与（平成２１年度）における査定部分の比率

（事務・技術職員）

区分

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（研究職員）

⑤

116.4

109.6

（研究職員)

104.2

103.2

 （参考）
対民間 95.6

注４：比較データに合わせ、性別及び学歴を考慮している。

対他法人（研究職員）

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標

（事務・技術職員)

対国家公務員（行政職（一））

対他法人（事務・技術職員）

対国家公務員（研究職）

注：当機構の年齢別人員構成をウエイトに用い、当機構の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、すべての独立行
政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００として、法人が現に支給している給与
費から算出される指数をいい、人事院において算出している。

注１：民間との比較に当たっては、当機構の職種及び法人規模を勘案し、平成21年賃金構造基本統計調査において最も
類似している「電気業1,000人以上」のデータ（以下「比較データ」という。）を使用している。

注２：算出に当たっては、当機構の上記国家公務員及び他法人との比較に当たり使用した給与額と比較データの「所定内
給与額」に12を乗じたものに「年間賞与その他特別給与額」を加えたものを比較している。

注３：対民間の算出に当たっては、比較データに職種区分がないことから、比較データと当機構の事務・技術職及び研究
職を対象として比較したものである。

注：当機構の賞与は賞与額全体を査定対象としており、国家公務員における期末手当相当分と勤勉手当相当分の区分を
行っていないが、本表への記載に当たり、仮に最低評価を受けた場合に支給される額を一律支給分として記載した。



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 １２４．５

参考 学歴勘案　　　　　　 １１６．４

地域・学歴勘案　　　１２４．２

対国家公務員　　116．４

（２）人員構成

　当機構では、原子力の基礎研究から実用化までを行う国内唯一の総合的な原子力研究開発機関として、プロ
ジェクト型の研究開発体制を採用しており、各プロジェクトにおいて同様の職責を担わせ一体性を持って遂行して
いることから研究・技術・事務等の各職種の職員に対し統一の本給表を採用している。また、原子力の基礎研究等
を行う研究職員とプラントの技術開発等を行う技術職員については、能力に応じた手当を支給する体系としてい
る。
　国家公務員においては事務・技術職員と研究職員の給与体系が異なることから、比較に当たっては便宜的に当
機構の職員を国家公務員の職種に合わせ分類・比較している。したがって、当機構においては下表中「国に比べ
て給与水準が高くなっている定量的な理由」、「給与水準の適切性の検証」、「講ずる措置」については各職種同
一であることから一括記載としている。

（１）人材確保及び類似業種の給与水準
　原子力研究開発の拠点は都市部に立地することが困難である。このような状況の
中で大都市に立地し先端的な技術開発を進める他分野の研究機関や電力会社等
の民間企業と競って有為な人材を確保し、かつ、雇用の流動化の傾向が強まる中で
優秀な人材を維持・育成していく必要がある。このため、採用困難の解消及び採用
後の人材確保を目的に給与措置を講じてきている。独立行政法人の役職員の給与
の妥当性については、類似の業務を営む民間企業との比較が必要不可欠とされて
いることから、参考指標として主な競合先であり人事交流先である電気業等との賃金
水準の比較の結果、電気業を100とした場合、当機構の賃金水準は９５．６となって
おり、賃金水準はおおむね均衡しているものと思われる。

指数の状況

項目 内容

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

（３）原子力研究開発の特殊性
   当機構の研究開発の中核である茨城県那珂郡東海村においては、当機構施設
のほか、原子力発電所、核燃料加工工場等多数の原子力関連事業所などが立地
し、賃金水準は高い状況にある。茨城県の「市町村民所得推計」によると東海村の
所得水準は、国家公務員の地域手当設定地域である水戸市等と同等である。
 　なお、空港など民間事業所等の特殊な集積状況により、官署の所在する近隣と大
きく賃金事情が異なった事情にある等の特別の事情を踏まえ、給与措置を講じてい
る例は、国家公務員においても存在している。

（２）人員構成
　当機構（旧日本原子力研究所と旧動力炉・核燃料開発事業団の和）の職員定数
は、昭和42年から昭和54年に2,887人から4,914人と2,027人急増している。その後、
昭和63年に5,348人となった後、平成21年には3,955人となり、この間約1,393人減少
している。この定員減少に伴い、原子力施設の管理等に関する業務に関し可能な
範囲でアウトソーシングを図っているが、そのような状況においても業務の高い安全
性を確保するため、職員をこれらの業務の管理監督に従事させる必要がある。この
ような状況において、高年齢の階層が占める割合が高く、かつ、管理監督的職務に
従事する職員の比率が高いことから、人員構成が指数上昇の一因となっている。

○平均年齢　（平成21年国家公務員給与等実態調査　参考）
　　国家公務員（行政職(一））　４１．5歳　（40歳以上の占める割合　54.2%）
　　原子力機構（事務・技術） ４４．６歳　(40歳以上の占める割合　67.0%）



【検証結果】
　当機構の使命である原子力の研究開発業務は、実用化までに長期の期間を要す
るとともに、原子炉等の高度な研究施設の整備・維持に多額のコストを要するため、
大きな開発リスクを伴い、収益性の観点から民間での実施が困難な事業である。ま
た、これらの事業の性格が、国からの財政支出を受けている理由であり、その規模が
大きい理由である。
　このような国家的プロジェクトの研究開発の実施に当たっては、高度の安全確保が
求められ、先端的かつ、機微な技術を取り扱うこととなるため、研究・技術系及び事
務系職員には、深い専門知識と高い技術能力やこれらのプロジェクトの進ちょく・状
況に応じ研究内容を踏まえ企画立案を行う確実な職務遂行能力及び専門性が必要
とされる。このような人材を確保・維持するためには、大都市に立地し先端的な技術
開発を進める他分野の研究機関や電力会社等の民間企業と競う必要があり、その
結果として現在の給与水準となっている。

　給与水準の適切性の
　検証

②当機構は多数かつ多種多様な原子力施設を擁し、原子炉等規制法等に基づき、
高い安全性を確保して維持管理することが必要不可欠である 方 原子力施設の

①原子力研究開発の拠点は都市部に立地することが困難である。このような状況の
中で大都市に立地し先端的な技術開発を進める他分野の研究機関や電力会社等
の民間企業と競って有為な人材を確保し、かつ、雇用の流動化の傾向が強まる中で
優秀な人材を維持・育成していく必要がある。このため、採用困難の解消及び採用
後の人材確保を目的に給与措置を講じてきている。独立行政法人の役職員の給与
の妥当性については、類似の業務を営む民間企業との比較が必要不可欠とされて
いることから、参考指標として主な競合先であり人事交流先である電気業等との賃金
水準の比較の結果、電気業を100とした場合、当機構の賃金水準は９５．６となって
おり、おおむね賃金水準は均衡している。更に公開されているデータを基に、民間
等の主な競合企業の学部卒初任給を比較した場合においても、当機構の初任給は
高いとはいえない。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　93．4％
（国からの財政支出額　190,708,351千円、支出予算の総額　204,229,599千円：平
成21年度予算）

○平成22年度に見込まれる対国家公務員指数（年齢勘案118.9：年齢・地域・学歴
勘案126.0）
○具体的改善策
①給与構造改革の取組を継続し、引き続き本給上昇の抑制を図る。
②国家公務員が新設した本府省手当については導入しない。
③諸手当等の水準について引き続き具体的な検討を行う。
④平成22年度以降管理職数の縮減を図る。
○給与水準是正の目標水準及び具体的期限
人材確保の観点から類似の業務を営む民間企業との水準を注視しつつ指数の削
減を図る。当面の目標として上記の施策を着実に履行し平成22年度に年齢勘案指
数を118.9以下とする。

高い安全性を確保して維持管理することが必要不可欠である。一方、原子力施設の
管理等に関する業務に関し可能な範囲でアウトソーシングを図っているが、そのよう
な状況においても業務の高い安全性を確保するには、職員をこれらの業務の管理
監督に従事させる必要がある。このため、当機構の人員構成において、国家公務員
と比べて管理監督的職務に従事する職員の比率が高くなっているものの、人事院勧
告（平成２1年８月）において給与水準を比較した民間企業（500人以上）における管
理職比率と比べると当機構の比率は低くなっている。

講ずる措置

【累積欠損額について】累積欠損額　0円（平成20年度決算）
【検証結果】該当無し



○研究職員

地域勘案　　　　　　 １２３．６

参考 学歴勘案　　　　　　 １０３．６

地域・学歴勘案　　　１１８．０

講ずる措置

○平成22年度に見込まれる対国家公務員指数（年齢勘案106.0：年齢・地域・学歴
勘案122.5）
○具体的改善策
①給与構造改革の取組を継続し、引き続き本給上昇の抑制を図る。
②国家公務員が新設した本府省手当については導入しない。
③諸手当等の水準について引き続き具体的な検討を行う。
④平成22年度以降管理職数の縮減を図る。
○給与水準是正の目標水準及び具体的期限
人材確保の観点から類似の業務を営む民間企業との水準を注視しつつ指数の削
減を図る。当面の目標として上記の施策を着実に履行し平成22年度に年齢勘案指
数を106.0以下とする。

事務・技術職員と同様につき省略

内容

　給与水準の適切性の
　検証

指数の状況

対国家公務員　　１０４．２

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

事務・技術職員と同様につき省略

項目

○　比較対象職員の状況

・事務技術

　①表（職種別支給状況）の常勤職員欄事務・技術の2,546人及び任期付職員欄の事務・技術職員117人

計2,663人

2,663人の平均年齢 44.6歳、平均年間給与額 7,958千円

・研究職種

　①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の研究職種 884人及び任期付職員欄の研究職種 39人

計 923人

 923人の平均年齢 43.6歳、平均年間給与額 8,697千円

○支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合 17.1%

○管理職の割合 　　　　(事務・技術） 18.7%

　　　　（研究） 32.6%

注：職級別在職状況等（平成22年4月1日現在）の対象者より算出した割合である。

○大卒以上の高学歴者の割合　　（事務技術） 39.3%

　　　　（研究） 99.3%

注：職級別在職状況等（平成22年4月1日現在）の対象者より算出した割合である。



Ⅲ　総人件費について
当年度

（平成21年度）
前年度

（平成20年度）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項
①　給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の対前年度比増減要因

　「行政改革の重要方針」（平成17 年12 月24 日閣議決定）を踏まえ、平成18 年度以降の５年間で国家公務員に準じた
人件費削減を行うとともに、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを図る。

ⅱ）法人が中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針

中期計画に基づく職員の削減及び給与水準の見直し等により「給与、報酬等支給総額」が減少し、これを主たる要因と
して、「最広義人件費」が減少した。

②「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）及び「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律」（平成18年法律第47号）による人件費削減の取組状況

ｉ）主務大臣が中期目標において示した人件費削減の取組に関する事項

4,138,365 3,363,443
退職手当支給額

2,230,547

最広義人件費

中期目標期間開始時（平成17年
度）からの増△減

17,878,613

△ 471,596 (△5.6)

(400.3)

給与、報酬等支給総額

1,551,646(2.8)

比較増△減

(△2.2) (83.2)40,256,969

3,857,752 (93.7)

(228.6)

65,376 (1.6)

60,935

53,771,056 55,012,041 △ 1,240,985 (△2.3)

△ 895,700

4,203,741

39,361,269

注１：当法人は平成17年10月1日に設立のため「中期目標期間開始時からの増△減」は6ヶ月分の実績に対する増減である。
注２：福利厚生費の対象範囲の見直しを行ったため、前年度までの金額を修正している。（修正前の金額　平成20年度：
8,344,460千円、平成19年度：8,103,624千円、平成18年度：7,675,541千円、平成17年度：4,057,959千円）
注３：本表には常勤職員のほか任期付職員、再雇用職員の人件費が含まれているため財務諸表の附属明細書の数字とは
一致しない。

非常勤役職員等給与

区　　分

福利厚生費

26,651,454

7,975,499 8,447,095

(98.3)

2,169,612

総人件費改革の取組状況
基準年度

（平成17年度）
平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

40,687,464 40,341,563 38,924,457 38,660,266 37,510,249

△ 0.9 △ 4.3 △ 5.0 △ 7.8

△ 0.9 △ 5.0 △ 5.7 △ 6.1

Ⅳ 法人が必要と認める事項
特になし

注１：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧告を踏ま
えた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。なお、平成18年、平成19年、平成20年、平成21年の
行政職(一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0％、0.7％、0％、△2.4％である。

注２：競争的研究資金又は研究開発独立行政法人の受託研究若しくは共同研究のための民間からの外部資金又は国
からの委託費及び補助金により雇用される任期付職員、運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重
要な研究課題（第三期科学技術基本計画（H18.3.28閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）に
従事する者及び若手研究者（平成17年度末において37歳以下の研究者をいう。）を削減対象人件費の範囲から除いて
いるため、Ⅲ表の「給与、報酬等支給総額」と削減対象人件費の金額とが異なることとなる。
注３：注２の任期付研究者及び任期付職員の人件費を総人件費改革に係る削減対象人件費の範囲から除く前の「給
与、報酬等支給総額」（削減対象人件費）は、基準年度（平成17年度） 42,199,962千円、平成18年度 41,409,507千円、
平成19年度 40,353,871千円であった。

　「行政改革の重要方針」（平成17 年12 月24 日閣議決定）及び「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律」（平成18年法律第47号）において削減対象とされた人件費については、平成22年度までに平成17年
度の人件費と比較し、5%以上削減する。そのため、今中期目標期間の最終年度である平成21年度の人件費について
は、平成17年度の人件費と比較し、おおむね4%以上の削減を図る。ただし、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分
については削減対象から除く。また、国家公務員における給与構造改革を踏まえ、本給表カーブのフラット化を図るとと
もに、管理職手当の見直しに加え、現行の調整手当等の見直しを図る。
ⅲ）上記ⅱ）の進ちょく状況
　国家公務員における給与構造改革を踏まえ、平成18年4月に役員給与規程の改定及び一部職員の本給表の改定を
行った。平成19年4月に更なる本給表の改定（引下げ及びフラット化）、枠外昇給制度の廃止、地域調整手当の新設（上
記ⅱにおいて調整手当）、職責手当（上記ⅱにおいて管理職手当）の引下げ及び研究手当の引下げ等を実施してい
る。

人件費削減率（補正値）
（％）

人件費削減率
（％）

給与、報酬等支給総額
（千円）

年度
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